
令和６年度報酬改定について

介護老人保健施設 編

埼玉県福祉監査課

介護老人保健施設における医療機関
からの患者受入れの促進 （１）
概要

入院による要介護者のADLの低下等を防ぐ観点から、特に

急性期の医療機関から介護老人保健施設への受入れを促
進するため、介護老人保健施設における初期加算について、
地域医療情報連携ネットワーク等のシステムや、急性期病床
を持つ医療機関の入退院支援部門を通して、当該施設の空
床情報の定期的な情報共有等を行うとともに、入院日から一
定期間内に医療機関を退院した者を受け入れた場合につい
て評価する区分を新たに設ける。【告示改正】



介護老人保健施設における医療機関
からの患者受入れの促進 （２）
算定要件等

＜初期加算（Ⅰ）＞（新設 ６０単位/日）

次に掲げる基準のいずれかに適合する介護老人保健施設において、急性期医療を担う医
療機関の一般病棟への入院後30日以内に退院し、介護老人保健施設に入所した者につ
いて、１日につき所定単位数を加算する。ただし、初期加算（Ⅱ）を算定している場合は、算
定しない。

・ 当該介護老人保健施設の空床情報について、地域医療情報連携ネットワーク等を通じ、
地域の医療機関に定期的に情報を共有していること。

・ 当該介護老人保健施設の空床情報について、当該介護老人保健施設のウェブサイトに
定期的に公表するとともに、急性期医療を担う複数医療機関の入退院支援部門に対し、定
期的に情報共有を行っていること。

介護老人保健施設におけるターミナ
ルケア加算の見直し（１）

概要

介護老人保健施設における看取りへの対応を充実する観点や在

宅復帰・在宅療養支援を行う施設における看取りへの対応を適切に

評価する観点から、ターミナルケア加算について、死亡日以前31日

以上45日以下の区分の評価を見直し、死亡日の前日及び前々日並

びに死亡日の区分への重点化を図る。【告示改正】



介護老人保健施設におけるターミナ
ルケア加算の見直し（２）

＜現行＞ ＜改定後＞

死亡日45日前～31日前80単位/日 死亡日45日前～31日前72単位/日

死亡日30日前～4日前160単位/日 変更なし

死亡日前々日、前日820単位/日 死亡日前々日、前日910単位/日

死亡日1,650単位/日 死亡日1,900単位/日

※ 算定要件等は現行通り

業務継続計画未策定事業所に対する
減算の導入（１）

概要

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護
サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業
務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感
染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画
が未策定の場合、基本報酬を減算する。【告示改正】



業務継続計画未策定事業所に対する
減算の導入（２）
算定要件

以下の基準に適合していない場合（新設）

 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対す
るサービスの提供を継続的に実施するための、及び
非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画
（業務継続計画）を策定すること

 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

業務継続計画未策定事業所に対する
減算の導入（３）
経過措置

令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延
の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体
的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。



高齢者虐待防止の推進（１）
概要

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全
ての介護サービス事業者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販
売を除く。）について、虐待の発生又はその再発を防止するための
措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、
指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない
場合に、基本報酬を減算する。その際、福祉用具貸与については、
そのサービス提供の態様が他サービスと異なること等を踏まえ、３
年間の経過措置期間を設けることとする。【告示改正】

高齢者虐待防止の推進（２）
算定要件

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていな
い場合（新設）

 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用
可能）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知
徹底を図ること。

 虐待の防止のための指針を整備すること。

 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。



リハビリテーション・機能訓練、口
腔、栄養の一体的取組の推進（１）

概要

リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、

自立支援・重度化防止を効果的に進める観点から、介護老人保

健施設におけるリハビリテーションマネジメント計画書情報加算

について、次の要件を満たす場合について評価する新たな区分

を設ける。【告示改正】

リハビリテーション・機能訓練、口
腔、栄養の一体的取組の推進（２）
ア 口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。

イ リハビリテーション実施計画等の内容について、リハビリテーション・機能訓練、口

腔、栄養の情報を関係職種の間で一体的に共有すること。その際、必要に応じ

てLIFEに提出した情報を活用していること。

ウ 共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画または個別機能訓練計画につい

て必要な見直しを行い、見直しの内容について関係職種に対し共有していること。

＜現行＞ ＜改定後＞

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算33単位/月 リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）53単位/月(新設)

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）33単位/月

※加算（Ⅰ）、（Ⅱ）は併算定不可



リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、
栄養管理に係る一体的計画書の見直し

概要

リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の

一体的取組を推進する観点から、リハビリテー

ション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に

係る一体的計画書の見直しを行う。【通知改正】

※ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養に係る一体的計画書について、記載項目の整理すると

ともに、他の様式におけるLIFE提出項目を踏まえた様式に見直し

介護老人保健施設における短期集中リハビリテーショ
ン実施加算の見直し（１）

概要

効果的なリハビリテーションを推進する観点から、以下の取組を評価す
る新たな区分を設ける。

ア 原則として入所時及び月１回以上ADL等の評価を行った上で、必要に

応じてリハビリテーション実施計画を見直していること。

イ アにおいて評価したADL等のデータについて、LIFEを用いて提出し、必

要に応じて提出した情報を活用していること。

また、現行の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進す
る観点から、評価の見直しを行う。

【告示改正】



介護老人保健施設における短期集中リハビリテーショ
ン実施加算の見直し（２）

＜現行＞ ＜改定後＞
短期集中リハビリテーション実施加算240単位/日 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）258単位/日（新設）

短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）200単位/日（変更）

算定要件等

＜短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）＞（新設）

○ 入所者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士が、その入所の日から起算して３月以内の期間に集中的にリハビリテーションを

行った場合であって、かつ、原則として入所時及び１月に１回以上ＡＤＬ等の評価を行うと

ともに、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてリハビリテーション計画を

見直していること。

＜短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）＞（現行と同じ）

○ 入所者に対して、医師等が、その入所の日から起算して３月以内の期間に集中的にリハビ

リテーションを行っていること。

介護保険施設における口腔衛生管理の強化

概要

事業所の職員による適切な口腔管理等の実施と、歯科専門職による適切な口腔
管理につなげる観点から、事業者に利用者の入所時及び入所後の定期的な口腔
衛生状態・口腔機能の評価の実施を義務付ける。【通知改正】

算定要件等
○ 施設の従業者又は歯科医師若しくは歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が

施設入所時及び入所後の定期的な口腔の健康状態の評価を実施すること。

○ 技術的助言及び指導又は口腔の健康状態の評価を行う歯科医師若しくは歯科

医師の指示を受けた歯科衛生士においては、当該施設との連携について、実施

事項等を文書等で取り決めを行うこと。



介護老人保健施設における在宅復帰・在宅療養支援機
能の促進

概要
○ 在宅復帰・在宅療養支援等評価指標及び要件について、介護老人保健施設の在宅

復帰・在宅療養支援機能を更に推進する観点から、指標の取得状況等も踏まえ、以下

の見直しを行う。その際、6 月の経過措置期間を設けることとする。【告示改正】

ア 入所前後訪問指導割合に係る指標について、それぞれの区分の基準を引き上げる。

イ 退所前後訪問指導割合に係る指標について、それぞれの区分の基準を引き上げる。

ウ 支援相談員の配置割合に係る指標について、支援相談員として社会福祉士を配置

していることを評価する。

○ また、基本報酬について、在宅復帰・在宅療養支援機能に係る指標の見直しを踏まえ、

施設類型ごとに適切な水準に見直しを行うこととする。

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員
の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設
置の義務付け

概要

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進

を図る観点から、現場における課題を抽出及び分析した
上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護
サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策
を検討するための委員会の設置を義務付ける。その際、
３年間の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】



介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・
介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化

概要

介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度

に2.0％のベースアップへと確実につながるよう加算率の引上げを

行う。

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措

置ができるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する観点から、

現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階

の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。 【告示改正】


